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－109 （     ）－
田原市・風力発電施設運転差止請求事件（名古屋地判豊橋












































ベルは昼間 55dB 以下，夜間が 45 dB 以下と定められている。（表２）2）。
以上をもって，田原市は平成 17 年 4 月に，Ｙに対し，本件風力発電施設に
係る事業を推進することについて異存はない旨を通知した。よって，Ｙは同市
内に平成 19 年 1 月から風力発電施設（単機定格出力 1500kW）を設置し，運






















から被告に向けてなされた。しかしながら，その発言は，平成 25 年 10 月 10
日に撤回されている。事業計画に記された数値は環境基準であり，Ｙは事業計
画を逸脱していないというのが理由である。
よって，Ｘは平成 25 年 8 月に本件風車運転停止の仮処分申請をしたが，名
古屋地裁豊橋支部は，同年 10 月，騒音について受忍限度を超えると評価でき
ない等として申請を却下した。それゆえ，平成 26 年 3 月，本件が提訴される
に至った。
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－114 （     ）－









55dB 以下 45dB 以下





















































































































































































































































































































































1 8頁，  判
タ711号131








































































N　     ：N2＋3N3＋10（N1＋N4）
N1：0 ～ 7時の騒音回数　　N2：7 ～ 19時の騒音発生回数 
｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     ｜
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騒音に関する基準としては，環境基本法 16 条の一般的な環境基準（注 2 お
よび表２参照）が適用され，当初昭和 46 年（1971 年）に定められたが，平成
11 年（1999 年）4 月 1 日から新基準が施行されている。地域と時間帯により，
40 から 60dB の範囲で基準値が定められているが，一定の道路に関しては，別
の基準と特例が定められている。他方，この基準は，「航空機騒音，鉄道騒音
および建設作業騒音」には適用しないものとされている。鉄道（新幹線）につ
いては「新幹線鉄道騒音の環境基準」（昭和 50 年環境庁告示 46 号）が，航空
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⑪道路騒音等の国道 43 号線訴訟上告審判決，最二判平成 7 年 7 月 7 日，判時
1544 号 18 頁）と総括されている。ただし，「望ましい基準」であるからこそ，
高度の値を設定してきたことも事実であり，判例の立場との齟齬も生じさせて



















－125 （     ）－
本件においては，裁判所は，測定結果により，屋外でおおむね 44dB，屋内
























































－127 （     ）－
ンスをとっているという現実的対応がなされている。






















～ 9 ｍ /s）48dB ほどになり，これは環境基準を超えている





















































り，田原風力発電所という名称で 2004 年 3 月に 1 基は愛知万国博覧会の会場























なお，環境影響評価法（平成 9 年法律 81 号）が 2011 年に改正され，対象事





















した。表３によれば，④工場騒音の大阪地判昭和 62 年 4 月 17 日においては，
菓子工場操業への抽象的差止請求を認めた（積極的に騒音防止工事を行った場
合の費用額についても検討を行った上で結論を導いている）。しかし，民間の
事業であっても⑥鉄道騒音の東京地判平成 22 年 8 月 31 日においては，⑩道路








つも差止請求は棄却した。⑩道路騒音等の最二判平成 7 年 7 月 7 日の第一審判












－132 （     ）－
ることが確認される。
2 点目は，将来の損害賠償についてである。これを認容した下級審判決大阪
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